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（単位：千円）

《財源内訳》 （単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

610,968 459,000 69,948 82,020

補正額
財 源 内 訳

補正予算の規模

補正前予算額 補 正 額 補正後予算額

28,102,064 610,968 28,713,032
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（単位：千円）

款項目 目 名 事 業 名 予算額 繰越額 繰越理由

4-1-3 環境衛生費 省エネ家電購入促進事業 40,205 40,205
国の補正予算を活用した事業であり、年度内の事

業完了が困難なため

7-1-2 商工振興費 商工業推進事業 570,763 570,763
国の補正予算を活用した事業であり、年度内の事

業完了が困難なため

繰越明許費説明書
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歳出説明書

（単位：千円）

補正額 計

補
正
理
由

特
定
財
源

県 地方債 その他 一般財源

7,205 40,2050 40,205 33,000

補
正
内
容

食料品価格等の物価高騰の影響を受けている家庭の電気料金の負担軽減を図るとともに、温室効果ガス
排出量削減のため、省エネ性能が高い家電製品の買換え費用の一部を補助する

国

省エネ性能が高い家電製品の買換え費用の一部を補助する
□消耗品費　　　　　　　　　　　100千円
□通信運搬費　　　　　　　　　　 55千円
□手数料　　　　　　　　　　　　 50千円
□省エネ家電購入補助金　 　　40,000千円

【補助対象者等】
　・本市に住民登録があり、市内の販売店等から対象家電を購入した者

【対象家電・補助内容】
　・エアコン　　　補助上限額　100,000円
　・電気冷蔵庫　　補助上限額　 50,000円

【共通条件】
　・補助率は本体価格の1/2とし、省エネ基準達成率100％以上の製品
　・1世帯につき、各1品目に限る

15-2-1「物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金」　　33,000千円（459,000千円のうち）

補正前

所管課

4 1 3 環境衛生費 環境衛生事業 環境衛生課

款 項 目 目名 事業名

細事業名 省エネ家電購入促進事業 補正区分 新規 補正予算書ページ 7
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歳出説明書

（単位：千円）

食料品価格等の物価高騰の影響を受けている市民や事業者を支援する

補正前 補正額 計

新規 補正予算書ページ 7

7 1 2 商工振興費 商工業振興事業 商工観光課

細事業名 商工業推進事業

款 項 目 目名 事業名 所管課

特
定
財
源

15-2-1「物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金」　　　　426,000千円（459,000千円のうち）
16-2-5「地域消費喚起プレミアム商品券支援事業費補助金」　 69,948千円

補正区分

74,815 663,43992,676 69,948

国 県 地方債 その他 一般財源

補
正
理
由

補
正
内
容

570,763 426,000

①食料品等の物価高騰の影響を受けている市民に対し、1人当たり10,000円の生活応援券を配布する
　□生活応援券事業運営委託料　　 333,000千円

②物価高騰の影響を受けている生活者の家計負担の軽減及び地域経済の活性化を図ることを目的に、豊
後大野市商工会等が実施するプレミアム付き商品券の発行に係る経費を補助する
　□プレミアム付商品券事業運営委託料　49,163千円
　□商業活性化支援事業補助金　　　　 168,600千円
　　プレミアム率：40％
　　発 行 枚 数 ：紙40,000セット、デジタル10,000セット

③物価高騰の影響を受けている市内の中小企業者等が、生産性向上に資するIot・ロボット等の設備やソ
フトウェア、システムを導入することに対しその経費の一部を補助する
　□生産性向上設備等導入補助金　　20,000千円
　　補助対象経費の2/3補助（2,000千円上限、500千円下限）
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